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経営理念

1．�技術を極め、顧客の高い満足と強い信頼を頂く商品を提供する。
2．地球環境を守り、企業責任を全うし、社業を通じて社会に貢献する。
3．世界を視野に高い目標に挑戦し、企業の発展と個人の成長を実現する。

１．�法令・社内ルールを遵守し公正、透明、自由な競争をし、かつ適正な取引を行なう。
２．�お客様の要求する製品・技術・サービスを安全性や個人情報・顧客情報の保護に十分配慮して開発、提供し、
お客様の満足と信頼を獲得する。

３．�地球環境保全が人類共通の最重要課題であることを認識し、環境負荷の低減に努め、社会及び地域の環境保全
に貢献する。

４．�株主ならびに社会とのきめ細やかなコミュニケーションに努め、企業情報については、広く積極的に、また、
公正に開示する。

５．�グローバルな事業展開・協業活動、技術援助契約においては、現地の法律の遵守はもとより、現地の文化や慣
習を尊重し、その発展に貢献する経営に務める。

６．�従業員の人間・人格、個性を尊重・重視するとともに、全員で築く安全で快適な職場作りをする。
７．�経営者層は、コンプライアンスガイドラインの実践が自らの使命であることを認識し、率先垂範し社内に徹底
するとともにグループ企業や取引先に周知徹底させる。

コンプライアンスガイドライン

コッタ
バルブ軸端部の溝に取付け、
バルブとリテーナを結合させ
ます。冷間形成のあとで表面
処理・焼入れ・焼戻しを行っ
ているため、部品との接触表
面の耐摩耗性が維持されるほ
か、内部が柔らかい分、相手
部品になじみやすく、部品結
合性にもすぐれています。

エンジンバルブ
燃焼室への燃料と空気の混合
ガスの流れを制御する吸気バ
ルブ、燃焼室で生成された高
温ガスの流れを制御する排気
バルブ。いずれも高温での強
度・耐摩耗性・耐腐食性・耐
酸化性などが要求されます。

アルミリテーナ

バルブスプリングの力をコッタを介してバルブに伝え
る働きをします。当社は、軽量化を目的としアルミリ
テーナを開発いたしましたが薄板・小型化による同様
の機能を有し更に軽量な、軽量鉄リテーナの開発に成
功いたしました。

軽量鉄リテーナ

フジオーゼックスグループは、
写真のようなエンジンの動弁系部品を製造・販売しております。
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平素は格別のご支援を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第90期第２四半期（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）の概況と決算の状況、第90期通期（平成29年
４月１日から平成30年３月31日まで）の見通し及び利益配分に対する基本方針をご報告させていただきます。

（１） 当第２四半期の経営成績
当第２四半期連結累計期間における世界経済は、米国につきましては安定した雇用情勢や個人消費に支えられ堅調に推移
し、欧州につきましても雇用・賃金の改善等により緩やかな回復が続きました。
中国は引締め気味の金融抑制政策による緩やかな減速感や天候要因による一時的な影響もありましたが、底堅く推移しまし
た。
アジアの新興諸国経済も緩やかな成長をしておりますが、中東や北朝鮮等の地政学的リスクが高まる中、先行きは不透明感
を増しております。
一方、国内経済は、堅調な雇用・所得情勢を背景に個人消費も底堅く推移し、企業収益も改善傾向を維持するなど、景気は
全般的に緩やかな回復基調が続いております。
当社グループの属する自動車業界につきましては、北米全需は足元前年同期比割れとなりましたが、日系メーカーは概ね前
年同期並みを確保しております。
中国全需は減税継続の効果から前年同期比を上回る好調の中、日系メーカーは全需を更に上回る大幅増の販売となりまし
た。
一方、国内需要は震災・燃費不正問題等のあった前年同期に対し大きく回復し、一昨年レベルの堅調さが続きました。
このような市場環境の中、当社グループは、海外の生産拠点を活用した現地市場への販売が伸びを見せたことにより前年同
期に比較し海外販売が51.8％の増加となりました。
国内は、三菱重工工作機械株式会社との事業統合による相乗効果が発現し始めたことにより、前年同期比17.1％の販売増と
なりました。
また、利益につきましても、拡販・事業統合効果ならびに為替差益により、前年同期比増となりました。
以上の結果、売上高は9,935百万円（前年同期比1,832百万円増）、営業利益は737百万円（前年同期比635百万円増）、経常利益
は883百万円（前年同期は経常損失141百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は634百万円（前年同期は親会社株主に帰
属する四半期純損失269百万円）となりました。
なお、当社グループは、単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

（２） 通期の業績見通し
今後の経済の見通しにつきましては平成29年７月26日に公表いたしました業績予想から
の変更はなく、売上高は20,200百万円、営業利益は1,450百万円、経常利益は1,550百万円、
親会社株主に帰属する当期純利益は1,070百万円を見込んでおります。

（３） 利益配分に関する基本方針
　当社は株主の皆様に対する利益還元を重要な経営政策として認識し、配当政策につきま
しては、今後の業績・財政状態や配当性向などを総合的に勘案して、安定的な配当水準を
維持することを基本方針としております。また、内部留保金については、将来に向けた新
技術・新製品の開発及び設備投資をはじめ、国内外の生産・販売体制の整備・強化、研究
開発活動等に有効に活用する考えであります。
　当社は、安定した収益構造の確立と経営全般の効率化に向けて鋭意取り組んでまいる所
存であり、当期の配当については、中間配当金６円、期末配当金60円（予想）※を予定させ
ていただいております。

　株主の皆様におかれましては、今後共一層のご支援とご指導を賜りますようお願い申し
上げます。

※��当社は平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しており
ます。これに伴い、平成30年３月期の期末の１株当たり配当金につきましては、株式併
合の影響を考慮しております。

株主の皆様へ

代表取締役社長執行役員

深谷　研悟
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連結財務ハイライト

経常利益（単位：百万円）
通期第2四半期

第89期第88期第87期 第90期

793

1,577

945

1,571

△141

534

1,550

883

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益（単位：百万円）
通期

第88期第87期

第2四半期

第89期 第90期

509

939 965

634

△269

46

1,257
1,070

1株当たり純資産額（単位：円）

11,278.10
11,536.28

11,323.70
11,635.93

当第2四半期第87期 第88期 第89期※

自己資本比率（単位：％）

当第2四半期第87期 第88期 第89期

84.3 82.6
80.2

75.3

通期
1株当たり四半期（当期）純利益（単位：円）

第2四半期

※第87期 第89期第88期 第90期

247.96

457.22 469.89

611.94

308.79

520.88

△130.76

22.21

売上高（単位：百万円）

第89期第88期第87期 第90期

8,265

16,903

8,535

17,503

8,102
9,935

18,165
20,200

通期第2四半期

※��当社は平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割
合で株式併合を実施しております。これに伴い、記載され
ている、１株当たり純資産額および四半期（当期）純利益は、
当該株式併合が既に行われたと仮定し、算定しております。
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連結四半期財務諸表

（単位：百万円）

■四半期連結貸借対照表

科　　　　　目
当第2四半期

連結会計期間末
（平成29年9月30日）

（参考）
前連結会計年度末

（平成29年3月31日）

資 産 の 部

流 動 資 産 16,199 14,605

現 金 及 び 預 金 6,522 5,436

受取手形及び売掛金 4,788 4,569

商 品 及 び 製 品 1,723 1,417

仕 掛 品 1,103 1,053

原材料及び貯蔵品 1,176 1,056

そ の 他 893 1,082

貸 倒 引 当 金 △� 7 △� 7

固 定 資 産 15,562 14,406

有 形 固 定 資 産 15,157 14,019

建 物 及 び 構 築 物 4,425 4,184

機械装置及び運搬具 5,937 5,782

土 地 3,192 3,181

そ の 他 1,603 873

無 形 固 定 資 産 181 188

投資その他の資産 223 199

資 産 合 計 31,760 29,011

科　　　　　目
当第2四半期

連結会計期間末
（平成29年9月30日）

（参考）
前連結会計年度末

（平成29年3月31日）

負 債 の 部
流 動 負 債 5,775 4,724
支払手形及び買掛金 2,778 2,657
短 期 借 入 金 1,108 745
未 払 法 人 税 等 302 161
賞 与 引 当 金 76 80
役 員 賞 与 引 当 金 ─ 35
そ の 他 1,511 1,046
固 定 負 債 1,133 74
長 期 借 入 金 1,034 ─
役員退職慰労引当金 2 2
退職給付に係る負債 83 58
そ の 他 15 14
負 債 合 計 6,908 4,799

純 資 産 の 部
株 主 資 本 24,309 23,798
資 本 金 3,019 3,019
資 本 剰 余 金 2,800 2,800
利 益 剰 余 金 18,498 17,987
自 己 株 式 △� 8 △� 8

その他の包括利益累計額 △� 406 △� 536
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △� 6 1
為替換算調整勘定 △� 262 △� 403
退職給付に係る調整累計額 △� 138 △� 135
非 支 配 株 主 持 分 949 951
純 資 産 合 計 24,852 24,213
負 債 純 資 産 合 計 31,760 29,011

（注）�記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連結四半期財務諸表

	 （単位：百万円）

■四半期連結キャッシュ・フロー計算書

科 目 金 額
当第２四半期連結累計期間

（自　平成29年4月 1 日
至　平成29年9月30日）

（参考）前第2四半期連結累計期間
（自　平成28年4月 1 日

至　平成28年9月30日）
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ･フ ロ ー 786 △� 1,040
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ･フ ロ ー △� 889 △� 1,409
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ･フ ロ ー 1,203 376
現 金 及 び 現金同等物に係る換算差額 8 △� 104
現金及び現金同等物の増減額（減少は△） 1,107 △� 2,176
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 5,449 8,042
現 金 及 び 現金同等物の四半期末残高 6,557 5,866

	 （単位：百万円）

■四半期連結損益計算書

科 目 金 額
当第２四半期連結累計期間

（自　平成29年4月 1 日
至　平成29年9月30日）

（参考）前第2四半期連結累計期間
（自　平成28年4月 1 日

至　平成28年9月30日）
売 上 高 9,935 8,102
売 上 原 価 7,736 6,699
売 上 総 利 益 2,199 1,403
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,462 1,302
営 業 利 益 737 101
営 業 外 収 益 208 98
営 業 外 費 用 62 341
経  常  利  益  又  は  経  常  損  失（△） � 883 △� 141
特 別 利 益 ─ 78
特 別 損 失 ─ 147
税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益 又 は
税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 損 失（△） 883 △� 210
法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税 292 73
法 人 税 等 調 整 額 △� 48 15
四 半 期 純 利 益 又 は 四 半 期 純 損 失（△） � 638 △� 298
非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失（△） � 4 △� 29

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△） � 634 △� 269

（注）�記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

（注）�記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

010_0729901602912.indd   5 2017/11/16   1:24:11



6

■株式の状況
①　発行可能株式総数 40,000,000株
②　発行済株式の総数 20,559,500株
③　株主数 1,403名
大株主

株 主 名 持 株 数 持株比率
千株 ％

大同特殊鋼株式会社 9,339 45.4
大 同 興 業 株 式 会 社 1,083 5.2
ジェイアンドエス保険サービス株式会社 655 3.1
株 式 会社りそな銀行 642 3.1
MSIP CLIENT SECURITIES 521 2.5
フジオーゼックス取引先持株会 515 2.5
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 490 2.3
NOMURA SINGAPORE LIMITED 413 2.0
日本証券金融株式会社 192 0.9
フジオーゼックス従業員持株会 175 0.8

■会社の概況
設立年月日 昭和26年12月21日
資 本 金 3,018,647,500円
従 業 員 数 945名（連結）
（平成29年３月31日現在）423名（単体）

（注）�パートタイマーおよび期間契約従業員は除いてお
ります。

事 業 内 容 輸送用機械器具、原動機および汎用機そ
の他一般機械器具関連部品の製造、販
売、検査および技術提供

■事業所一覧
本 社 〒439−0023　静岡県菊川市三沢1500−60

（菊川工業団地）
ＴＥＬ　0537（35）5973
ＦＡＸ　0537（35）5982

横 浜 本 社 〒220−0011　神奈川県横浜市西区高島1−1−2
（横浜三井ビルディング24階）
ＴＥＬ　045（681）1900
ＦＡＸ　045（681）1930

静 岡 工 場 〒439−0023　静岡県菊川市三沢1500−60
（菊川工業団地）
ＴＥＬ　0537（35）5973　
ＦＡＸ　0537（35）5982

株式の状況／役員体制／会社情報 （平成29年９月30日現在）

■株主構成（所有者別の割合）
金融機関 8.26%

個人・その他
23.10%

その他国内法人
58.33%

外国法人等 9.47%

証券会社 0.76% 自己名義株式 0.08%

■取締役および監査役
代表取締役社長 深 谷 研 悟
取 締 役 藤　川　伸　二
取 締 役 市　川　　　修
取 締 役 小 沢 英 樹
取 締 役 浜 田 章 宏
取 締 役 立 花 一 人
取 締 役 廣 井 公 夫
常 勤 監 査 役 河 野 新 治
監 査 役 古 池 俊 典
監 査 役 堀 田 尚 志
監 査 役 山 田 剛 己
（注）	１．�取締役廣井公夫氏は、会社法第２条第15

号に定める社外取締役です。
	 ２．�監査役堀田尚志氏および山田剛己氏は、

会社法第２条第16号および第335条第３
項に定める社外監査役です。

■執行役員
執 行 役 員 深 谷 研 悟＊

執 行 役 員 藤　川　伸　二＊

執 行 役 員 市　川　　　修＊

執 行 役 員 小 沢 英 樹＊

執 行 役 員 浜 田 章 宏＊

執 行 役 員 鈴 木 　 統
執 行 役 員 高 野 雄 次
執 行 役 員 伊 藤 昌 記
執 行 役 員 犬 飼 富 雄
執 行 役 員 長 瀬 　 智
執 行 役 員 土 屋 勝 彦
執 行 役 員 佐久間　　　仁
（注）	１．�当社は平成28年６月24日より執行役員制

度を導入しております。
	 ２．�＊印は取締役を兼務する者を示します。
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FUJI OOZX Inc.

■�決 算 期 ₃月31日
■�定 時 株 主 総 会 ₆月
■�配 当 金 受 領 株 主 確 定 日 ・利益配当金　　₃月31日

・中間配当金　　₉月30日
■�公 告 の 方 法 電子公告

http://www.oozx.co.jp
�ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じたときは、日
本経済新聞に掲載いたします。

■�株 主 名 簿 管 理 人 〒103−0025 東京都中央区日本橋茅場町一丁目₂番₄号
日本証券代行株式会社

■�同 事 務 取 扱 場 所 〒103−0025 東京都中央区日本橋茅場町一丁目₂番₄号
日本証券代行株式会社　本店

郵 便 物 送 付 先
お 問 合 せ 先

〒168−0063 東京都杉並区和泉二丁目８番₄号
日本証券代行株式会社　代理人部

a0120−707−843（フリーダイヤル）
■�各 種 お 手 続 の お 申 出 先 �・未払配当金のお支払いについては、株主名簿管理人にお申出ください。

・住所変更、配当金受取方法の指定等、証券会社をご利用の株主様は、お取引の証券会社
へお申出ください。
　証券会社をご利用でない株主様は、特別口座の口座管理機関である日本証券代行株式会
社へお申出ください。

株式についてのご案内

特別口座でのお手続用紙のご請求はインターネットでもお受付けいたしております。
ホームページアドレス　http://www.jsa-hp.co.jp/name/index.html
（一部の用紙は、お手持ちのプリンターで印刷できます。）
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